
様式第38の21（第54条の３第１項関係） 

鉄塔等提供事業認定申請書 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名を

記載すること。） 

法人番号（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成25年

法律第27号）第２条第16項に規定する法人

番号がある場合は、記載すること。） 

担当部署名（担当部署がある場合は、名称を記載する

こと。） 

 

電気通信事業法第143条の２第１項の規定により、鉄塔等提供事業の認定を受けたいので、次のとお

り申請します。 

 

１ 電話番号及び電子メールアドレス（連絡のとれる電話番号及び電子メールアドレスを記載するこ

と。なお、担当部署がある場合は、当該担当部署の電話番号及び電子メールアドレスを記載するこ

と。） 

２ 外国法人等である場合において、国内における代表者又は国内における代理人の氏名又は名称及

び国内の住所等 

国内における代表者又は国内における代理人の氏

名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） 
 

国内の住所  

電話番号及び電子メールアドレス（担当部署があ

る場合は、当該担当部署に連絡のとれる電話番号

及び電子メールアドレスを記載すること。） 

 

３ 鉄塔等提供事業の業務区域及び鉄塔等提供事業の用に供する鉄塔等の種類並びに鉄塔等提供役務

の提供の相手方の氏名又は名称 

鉄塔等提供事業の業務区域 鉄塔等の種類 相手方の氏名又は名称 

   

注１ 鉄塔等提供事業の業務区域は、鉄塔等提供役務の提供を受けることが可能となる鉄塔等の設

置の区域を記載すること。 

２ 鉄塔等提供事業の業務区域は、都道府県市町村（特別区にあつては区、地方自治法第252条の

19第１項の指定都市にあつては区又は総合区）を単位として記載すること。都道府県の全部を

鉄塔等提供事業の業務区域とする場合は当該都道府県名を、全国を鉄塔等提供事業の業務区域

とする場合は全国と記載すること。 

３ 鉄塔等の種類は、鉄塔等のうち、鉄塔、鉄柱等（第54条の２第２号及び第３号に掲げる工作

物）、管路、とう道等の種類を記載すること。 

４ 相手方の氏名又は名称は、鉄塔等提供事業の業務区域ごとに全ての相手方について記載する

こと。 

４ 鉄塔等提供役務の提供の相手方の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつてはその代表者の氏名 

相手方の氏名又は名称 住所 代表者の氏名 



   

５ 事業開始予定年月日 

注１ 鉄塔等提供事業の業務区域によつて事業開始予定年月日が異なる場合は、当該鉄塔等提供事

業の業務区域ごとに記載すること。 

２ 既に開始している鉄塔等提供事業について認定を受けようとするときは、「既に開始済み」

と記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 


